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２ 租税判例 第一審 地方裁判所
３ 租税判例 第二審 高等裁判所





























































































 AICPA, Tax Research Techniques 5
th. ed. rev.
本書は，次に示したように，アメリカ公認会計士協会（American Insti-
tute of Certified Public Accountants, AICPAと略称）から発行されたもの
であり，1976年の初版発行以来，税法に関する調査技法（research skill）
の向上に寄与するものとして，広く利用されている。
Robert L. Gardner, Dave N. Stewart, Ronald G. Worsham, Tax Research Tech-





１ 事実の重要な役割（critical role of facts)―(筆者注：事実確定，事
実認定の重要性の指摘）
２ 租税問題のわかりにくい（複雑な）性質（elusive nature of tax ques-
tions)―(筆者注：税務上の問題点の決定）
３ 適切な典拠の所在確認と査定〈調査〉(locating and assessing appro-
priate authority）











１ タックス・リサーチの全体像（Tax Research in Perspective）
２ 事実の重要な役割（The Critical Role of Facts）
３ 租税問題のわかりにくい（複雑な）性質（The Elusive Nature of
Tax Questions）
４ 適切な典拠の確認（Identifying Appropriate Authority）
５ 適切な典拠の所在確認（Locating Appropriate Authority）




例示」(Tax Research in the “Closed-Fact” Case : An Example）
９ タックス・プランニング（税務計画又は租税計画）に関するリサー
チの方法（Research Methodology for Tax Planning）
③ オン・ライン・リサーチの重視
本書は，1976年に，Ray M. Sommerfeld教授及び G. Fred Streuling教授
（University of Texas at Austin）によって初版が発行された。2000年に発
行された５訂版は，Robert L. Gardner 教授，Dave N. Stewart 教授及び
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既知の一次典拠の探索（Finding a Known Primary Authority）
典拠所在確認のための目次（内容目録）の使用（Using a Table
of Contents to Locate Authority）
解説情報の所在確認のための索引の使用（Using an Index to
Locate Editorial Information）
キィワード検索の使用（Using a Keyword Search）














第８章の「事後的タックス・リサーチ（tax research in the “closed-fact”）
に続いて，第９章では「タックス・プランニング対するリサーチの方法









































 Joseph A. Quattrochi, Federal Tax Research








ある Pace Universityの Joseph A. Quattrochiは，序文の中で，連邦税法体







経営大学院における master’s in taxation（税制マスターコース）における
連邦税タックス・リサーチ（federal tax research）の講義によって進展さ
せることができたとしている。さらに，税法のマスターコース（Master








１章 序論と全体像（Introduction and Perspective）
第２部 連邦税法の主要（第一次的）法源（Primary Sources and Nature）
及びその特質並びにその公式解釈（Official Interpretations）
２章 連邦税法（The Federal Tax Law）










と典拠を見出す（The Research Process : Step 1, Finding the Ap-
parently Applicable Rule and Authority）































請求裁判所（U.S. Court of Claim）
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〈引用表示の説明〉
１．外国語文献：著者〈フル・ネーム〉書名〈イタリック〉(発行所，発行
年）
本稿「３」で取り上げたアメリカにおけるタックス・リ
サーチに関する２冊の文献紹介では，本文中に（ ）の
中に引用頁を記載している。
２．日本語文献：引用表示は「法律文献等の出典表示方法」(法律編集者懇
話会，2001）を参照している。
改訂版の表示箇所については，上記表示方法の「文献の
表示Ⅰ２（１）注５)」によっている。
ａ．書名に改訂版が表示されている場合は書名の一部と
して表示している。→『法令用語辞典』[第八次改訂版〕
ｂ．書名に改訂版が表示されていない場合は，( ）に
タックス・リサーチに関する検討課題 95
入れて表示している。→林修三『法令解釈の常識』(日
本評論社 第２版 1975）
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